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日本の医療費高騰の背景	


　生活習慣病に多くの医療費が使われている。	
  
　この対策として、早期の受診をただ促しても　　	
  
　医療費抑制には繋がらない。	
  

（理由１）日本の医師は質の担保された専門分野
の研修を受けなくても診療することが許されて　
いるため、診療の質にばらつきがある。	
  

　　→通常、質の低い方に偏る	
  
　　→不必要な検査・処方を自ら制限する能力の欠如	
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（理由２）標準化を促す制度的な枠組みも乏しい。
たとえば、診療ガイドラインでは、費用対効果を
考慮していない推奨がなされている。	

→高額な薬の使用（特に後発品のない新薬）	
  
→頻回の外来受診 (日本では主たる受診理由は薬の

処方。リフィル処方が認められていないため）	
  

（理由３）フリーアクセスの利便性が重症化を招い
ている。	

→アクセスの利便性による過剰な受診のため、短時間

診療と外来の過剰な忙しさから、傾聴・説明不足で患
者の満足度は低化する。生活習慣改善についてのア
ドバイスをする時間もなくなり、多くの慢性疾患のコン
トロールが悪化し、合併症も伴って重症化する。　	
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提言 	
  	


1.  後発医薬品の推進だけでは、医療費削減効果
は限界　（不必要な処方は減らない）	
  

2.  医薬品や医療機器等の保険収載、価格決定へ
費用対効果分析・評価を導入	
  

3.  費用対効果を重視した診療ガイドラインの導入
（特にプライマリ・ケア、外来診療での）	
  

4.  質の担保された専門医研修の必修化　　　　　
（プライマリ・ケアの専門医として2017年度から導入
される「総合診療専門医」の役割が特に重要）	
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各医療保険者の	
  
外来医療費の上位疾患	
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各医療保険者の	
  
入院医療費の上位疾患	
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薬効別売上金額の推移  (単位：百万円)	


2011FY 2012FY 2013FY 前年比

1 抗腫瘍剤 631,510 658,244 715,131 8.6%

2 レニン−アンジオテンシン系作用薬 657,754 632,067 649,237 2.7%

3 糖尿病治療剤 392,479 427,451 469,705 9.9%

4 抗血栓症薬 365,982 379,299 430,336 13.5%

5 脂質調整剤及び動脈硬化用剤 447,558 415,810 429,137 3.2%

6 制酸剤，鼓腸及び潰瘍治療剤 437,158 402,297 422,253 5.0%

7 全身性抗菌剤 390,802 364,624 353,681 -3.0%

8 ����� 298,350 334,460 12.1%

9 喘息及びCOPD治療剤 303,241 308,400 321,735 4.3%

10 向精神薬 308,548 314,259 321,705 2.4%

その他の中枢神経系用剤 275,767 N/A N/A N/A

総売上金額 9,481,578 9,560,128 10,016,461

出典：IMS医薬品市場統計
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主要降圧薬の先発品と後発品の薬価	
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他の疾患でも同様	


例えば、糖尿病では、	
  
標準的な治療薬で第１選択のメトホルミンよりも

軽症の患者でも、最初から新薬である　
DPP-­‐4阻害薬やSGLT2阻害薬が使われること
が多い。	
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NHKテレビテキスト　「きょうの健康」	
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